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令和２年度長門市財政健全化判断比率及び資金不足比率審査意見について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項

の規定に基づき、審査に付された令和２年度長門市財政健全化判断比率及び

資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したの

で、次のとおり意見書を提出します。 
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意  見  書 
 

第１ 監査基準に準拠している旨 

 監査委員は、長門市監査委員監査基準（令和２年長門市監査委員公表第３

号）に準拠して審査を行った。 

 

第２ 審査の種類 

 健全化判断比率等審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成

19 年法律第 94 号。以下「法」という。）第３条第１項及び第 22 条第１項の

規定による審査） 

 

第３ 審査の対象及び期間 

 対象：令和２年度長門市健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比

率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び資金不足比率並びにそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 期間：令和３年８月 11 日から令和３年９月８日 

 

第４ 審査の着眼点及び主な実施内容 

 審査にあたっては、市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率

並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類について、関係法令に準拠

して作成されているかを確認並びに関係諸帳簿及び証書類等と照合審査す

るとともに、必要に応じて関係職員から説明を聴取し審査した。 

 

第５ 審査の結果 

 審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎

となる事項を記載した書類は、いずれも関係法令に準拠して作成され、その

計数はおおむね適正であると認めた。 

 なお、審査意見及び審査の概要は次のとおりである。 
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図 健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分 
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１ 健全化判断比率 

 健全化判断比率とは、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づ

いて算定される実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来

負担比率の４つの財政指標の総称である。 

 地方公共団体は、この健全化判断比率のいずれかが一定基準以上となった

場合には、財政健全化計画又は財政再生計画を策定し、財政の健全化を図ら

なければならない。 

 当年度の健全化判断比率の実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、黒字の

ため発生していない。また、実質公債費比率は 6.6％、将来負担比率は 16.3％

となっており、いずれも国の定めた早期健全化基準を下回っている。 

 しかしながら、新型コロナウィルス感染症の感染拡大は、本市においても

市民生活と市内経済に大きな影響を与えており、今後の影響等について、感

染症の収束が見通せないことから、引き続き、財政の健全性の維持、向上に

努められたい。 

 当年度の健全化判断比率の状況は、次のとおりである。 

 

 

 

（単位：％） （単位：％）

（注）比率が発生していないものについては、「-」で表示している。

将 来 負 担 比 率 16.3 26.0

20.00

連 結 実 質 赤 字 比 率 - - - 18.01 30.00

令和元年度 増　減
参　考

早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 - - - 13.01

区　　分 令和2年度

△ 9.7 350.0

実 質 公 債 費 比 率 6.6 7.3 △ 0.7 25.0 35.0

9.3
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7.3
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6.7

5.0

7.0

9.0
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実質公債費比率の推移（５カ年）

長門市

県内市の平均

％
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（１）実質赤字比率 

 実質赤字比率とは、当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤

字額の標準財政規模に対する比率であり、地方公共団体の一般会計等の赤

字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標である。 

 なお、一般会計等とは、一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当す

る会計であるが、本市においては、普通会計に相当する特別会計はない。 

 

 当年度の一般会計等における実質収支額は黒字のため、実質赤字比率は

発生していない。 

 当年度の実質赤字比率の状況は、次のとおりである。 
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（算定式）

実 質 赤 字 比 率 ＝
一般会計等の実質赤字額

標 準 財 政 規 模

（単位：千円、％）

区　　分
実質収支額 対前年度

令和2年度 令和元年度 増　減 増減率

一
般
会
計
等

 一般会計 805,433 699,323 106,110 15.2

 一般会計等に属する特別会計 - - - -

該当なし - - - -

合 計 805,433 699,323 106,110 15.2

（△ 6.46) （△ 5.70) （△ 0.76)

（注）１　実質収支額が黒字の場合は、実質赤字比率は「－」で表示している。

　　　２　（）内の数値は、実質収支額が黒字の場合に標準財政規模に対する比率を参考として

　　　　　記載している。（負の値で表示）

標 準 財 政 規 模 12,450,445 12,264,336 186,109 1.5

実 質 赤 字 比 率
- - -
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（２）連結実質赤字比率 

 連結実質赤字比率とは、公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計

を対象とした赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率であり、

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程

度を指標化し、地方公共団体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標

である。 

 

 当年度の一般会計等における実質収支額、一般会計等以外の特別会計の

うち公営企業に係る特別会計以外の会計の実質収支額及び公営企業会計に

おける資金不足額・剰余額の合計は黒字のため、連結実質赤字比率は発生

していない。 

 当年度の連結実質赤字比率の状況は、次のとおりである。 

 

 

（３）実質公債費比率（資料１参照、P11） 

 実質公債費比率とは、当該地方公共団体の地方債の元利償還金及び準元

利償還金に要する一般財源の合計額が、標準財政規模を基本とした額に対

する比率であり、直近３カ年の平均値を用いる。 

（算定式）

連 結 実 質 赤 字 比 率 ＝
連 結 実 質 赤 字 額

標 準 財 政 規 模

（単位：千円、％）

実質収支額 対前年度
令和2年度 令和元年度 増　減 増減率

区　　分

一般会計等

 国民健康保険事業特別会計

 後期高齢者医療事業特別会計

 水道事業会計

805,433 699,323 106,110 15.2

一般会計等以外の特別会計のうち公

営企業に係る特別会計以外の会計
474,889 525,851 △ 50,962 △ 9.7

384,743 351,122 33,621 9.6

 介護保険事業特別会計 78,778 161,671 △ 82,893 △ 51.3

11,368 13,058 △ 1,690 △ 12.9

公営企業会計 785,806 784,520 1,286 0.2

510,900 533,664 △ 22,764 △ 4.3

 下水道事業会計 274,906 250,856 24,050 9.6

 湯本温泉事業特別会計 - - - -

合 計 2,066,128 2,009,694 56,434 2.8

標 準 財 政 規 模 12,450,445 12,264,336 186,109 1.5

連結実質赤字比率
- - -

（△ 16.59) （△ 16.38) （△ 0.21)

（注）１　実質収支額の合計が黒字の場合は、連結実質赤字比率は「－」で表示している。

　　　２　（）内の数値は、実質収支額の合計が黒字の場合に標準財政規模に対する比率を参考として

　　　　　記載している。（負の値で表示）
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 当年度の実質公債費比率（３カ年平均）は 6.6％で、前年度に比べ 0.7

ポイント改善しており、昨年度に引き続き、早期健全化基準の 25.0％を下

回っている。 

 当年度の実質公債費比率の状況は、次のとおりである。 

 

 

（４）将来負担比率（資料２参照、P12～P13） 

 将来負担比率とは、地方債残高に加え、地方公社に対する債務保証や第

三セクター等に対する損失補償等に係るものも含め、当該地方公共団体の

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、標準財政規模を基本とした

額に対する比率であり、地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や

将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来

財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標である。 

 

（算定式）

Ａ：地方債の元利償還金（繰上償還等を除く。）

Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの（準元利償還金）

Ｃ：元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源

Ｄ：地方債に係る元利償還に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる

　　基準財政需要額に算入された額及び準元利償還金に要する経費として普通

　　交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

Ｅ：標準的な規模の収入の額（標準財政規模）

実 質 公 債 費 比 率 ＝
（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

Ｅ － Ｄ

（単位：千円、％） （単位：千円、％）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

実質公債費比率（単年度） 6.82784 7.13674 5.92263 △ 1.21411

実質公債費比率（３カ年平均） 7.6 7.3 6.6 △ 0.7

分子 （Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 680,067 696,268 588,874 △ 107,394 △ 15.4

分母 Ｅ － Ｄ 9,960,202 9,756,103 9,942,774 186,671 1.9

元利償還金等に係る基準財政需

要額に算入された額
2,583,954 2,508,233 2,507,671 △ 562 0.0

標準財政規模 12,544,156 12,264,336 12,450,445 186,109 1.5

準元利償還金 712,187 648,106 637,209 △ 10,897 △ 1.7

特定財源 137,100 92,962 119,657 26,695 28.7

区　　分 平成30年度 令和元年度 令和2年度
対前年度

増　減 増減率

地方債の元利償還金 2,688,934 2,649,357 2,578,993 △ 70,364 △ 2.7

（算定式）

将 来 負 担 比 率 ＝
Ａ － Ｂ

Ｃ － Ｄ

Ａ：将来負担額

Ｂ：充当可能財源等

Ｃ：標準財政規模

Ｄ：算入公債費等の額
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 当年度の将来負担比率は 16.3％となっており、早期健全化基準 350.0％

を下回っている。 

 当年度の将来負担比率の状況は、次のとおりである。 

 

① 一般会計等に係る地方債現在高 

② 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号に規定する経費） 

③ 一般会計等以外の会計に係る地方債の元金償還に充てるための一般会計等の繰入見込額 

④ 組合等が起こした地方債の償還に係る地方公共団体の負担見込額 

⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）に係る一般会計等の負担見込額 

⑥ 設立法人の負債の額等に係る一般会計等の負担見込額 

⑦ 連結実質赤字額 

⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額に係る一般会計等の負担見込額 

⑨ 地方債の償還額等に充当可能な基金額 

⑩ 地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入見込額 

⑪ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

Ｄ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

  

（単位：千円、％） （単位：千円、％）

Ａ

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｂ

⑨

⑩

⑪

Ｃ

Ｄ

分母 Ｃ － Ｄ 9,942,774 9,756,103 186,671 1.9

将 来 負 担 比 率 16.3 26.0 △ 9.7

算入公債費等の額 2,507,671 2,508,233 △ 562 0.0

分子 Ａ － Ｂ 1,627,389 2,541,806 △ 914,417 △ 36.0

基準財政需要額算入見込額 24,739,185 25,153,160 △ 413,975 △ 1.6

標準財政規模 12,450,445 12,264,336 186,109 1.5

退職手当負担見込額 3,082,527 3,188,075 △ 105,548 △ 3.3

設立法人の負債額等負担見込額 - - - -

充当可能特定歳入 497,074 552,058 △ 54,984 △ 10.0

うち都市計画税 322,608 322,648 △ 40 0.0

充当可能財源等 30,521,692 30,580,835 △ 59,143 △ 0.2

充当可能基金 5,285,433 4,875,617 409,816 8.4

令和2年度 令和元年度
対前年度

増　減 増減率

将来負担額 32,149,081 33,122,641 △ 973,560 △ 2.9

地方債の現在高 23,191,004 23,853,836 △ 662,832 △ 2.8

債務負担行為による支出予定額 5,643 11,156 △ 5,513 △ 49.4

公営企業債等繰入見込額 5,869,907 6,069,574 △ 199,667 △ 3.3

組合負担等見込額 - - - -

連結実質赤字額 - - - -

組合連結実質赤字額負担見込額 - - - -

区　　分
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２ 資金不足比率 

 資金不足比率とは、当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額

の、事業の規模に対する比率であり、公営企業の資金不足を公営企業の事業

規模である料金収入等の規模と比較して算定し、経営状態の悪化の度合いを

示す指標である。 

 当年度は、すべての公営企業会計において資金不足額は生じていないため、

資金不足比率は発生していない。 

 しかしながら、法適用事業では一般会計からの補助金による財政支援が行

われ、法非適用事業では一般会計からの繰入金による財源補てんが行われて

いる状況にある。 

 各事業においては、引き続き収入の確保に努めるとともに、経費の削減や

業務の効率化を図り、独立採算を目指した事業運営に努められたい。 

 当年度の公営企業会計における資金不足比率の状況は、次のとおりである。 

 

 

（１）法適用企業 

 法適用企業における資金不足比率の算定式は、次のとおりである。 

 
 

①  水道事業会計 

 当年度は、資金不足額が△510,900 千円となり、資金不足額は生じて

いないため、資金不足比率は発生していない。 

 なお、資金剰余額は、前年度に比して 22,764 千円（△4.3％）減少し、

（単位：％）

（注）比率が発生していないものについては、「-」で表示している。

法非適用企業 令和2年度 令和元年度 増　減
経営健全化
基　　　準

湯本温泉事業特別会計 - - - 20.0

法適用企業 令和2年度 令和元年度 増　減
経営健全化
基　　　準

水道事業会計 - - -
20.0

下水道事業会計 - - -

（算定式）

資 金 不 足 比 率 ＝
資 金 不 足 額

事 業 の 規 模

・資金不足額 ＝ Ａ ＋ Ｂ － Ｃ

　　Ａ：流動負債　※控除企業債等を除く

　　Ｂ：算入地方債（建設改良事業以外の経費に充てた地方債の残高）

　　Ｃ：流動資産　※控除財源を除く

　

・事業の規模 ＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額
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資金剰余額の事業規模に対する割合の実数値は 101.4％となり、前年度

に比して 3.8 ポイント低下している。 

 当年度の水道事業会計の資金不足比率の状況は、次のとおりである。 

 

 

②  下水道事業会計 

 当年度は、資金不足額が△274,906 千円となり、資金不足額は生じて

いないため、資金不足比率は発生していない。 

 なお、資金剰余額は、前年度に比して 24,050 千円（9.6％）増加し、

資金剰余額の事業規模に対する割合の実数値は 51.3％となり、前年度に

比して 4.3 ポイント改善している。 

 当年度の下水道事業会計の資金不足比率の状況は、次のとおりである。 

 

（単位：千円、％）

 （注）１　資金不足額が「△」の場合は、資金剰余額を示している。

　　　 ２　資金不足額が生じていない場合は、資金不足比率は「-」で表示している。

　　　 ３　()内の数値は、資金不足額が生じていない場合に資金剰余額の事業規模に対する割合を

　　　　 　参考として記載している。

（△ 101.4) （△ 105.2) 3.8
資 金 不 足 比 率

令和2年度 令和元年度

- - -

-受託工事収益の額 - - -

△ 0.7営業収益の額 503,434 506,962 △ 3,528

0.1

事業の規模 503,434 506,962 △ 3,528 △ 0.7

流動資産 648,650 648,284 366

20.2

算入地方債 - - - -

流動負債 137,750 114,620 23,130

△ 4.3資金不足額 △ 510,900 △ 533,664 22,764

区　　分
対前年度

増　減 増減率

（単位：千円、％）

-

資 金 不 足 比 率
- - -

（△ 51.3) （△ 47.0) （△ 4.3)

受託工事収益の額 - - -

0.3

営業収益の額 535,309 533,633 1,676 0.3

事業の規模 535,309 533,633 1,676

-

流動資産 429,956 758,571 △ 328,615 △ 43.3

算入地方債 - - -

9.6

流動負債 155,050 507,715 △ 352,665 △ 69.5

資金不足額 △ 274,906 △ 250,856 △ 24,050

区　　分 令和2年度 令和元年度
対前年度

増　減 増減率
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（２）法非適用企業 

 法非適用企業（宅地造成事業を行っていないもの）における資金不足比

率の算定式は、次のとおりである。 

 
 

① 湯本温泉事業特別会計 

 当年度は、一般会計からの繰入金により収支の均衡が図られている。

また、建設改良事業以外の経費に充てた地方債はないことから、資金不

足額は生じていないため、資金不足比率は発生していない。 

 当年度の湯本温泉事業特別会計の資金不足比率の状況は、次のとおり

である。 

 

 

（算定式）

資 金 不 足 比 率 ＝
資 金 不 足 額

事 業 の 規 模

・資金不足額 ＝ Ａ ＋ Ｂ － Ｃ － Ｄ

　　Ａ：歳出額

　　Ｂ：算入地方債（建設改良事業以外の経費に充てた地方債の残高）

　　Ｃ：歳入額

　　Ｄ：翌年度に繰り越すべき財源

・事業の規模 ＝ 営業収益に相当する収入額 － 受託工事収益に相当する収入額

（単位：千円、％）

 （注）資金不足額が０（ゼロ）の場合は、資金不足額が生じていないため資金不足比率は「-」で

　　 　表示している。

資 金 不 足 比 率 - - -

△ 13.3

受託工事収益相当額 - - - -

営業収益相当額 5,460 6,295 △ 835

-

事業の規模 5,460 6,295 △ 835 △ 13.3

翌年度に繰り越すべき財源 - - -

△ 35.3

歳入額 13,383 20,670 △ 7,287 △ 35.3

算入地方債 - - - -

歳出額 13,383 20,670 △ 7,287

区　　分 令和2年度 令和元年度
対前年度

増　減 増減率

資金不足額 - - - -
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 資料１  

実質公債費比率算定に用いた基礎数値 

 

 

 

  

（単位：千円、％） （単位：千円、％）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

下水道事業会計

増減率

地方債の元利償還金 △ 70,364 △ 2.7

一般会計等 △ 70,364 △ 2.7

区　　分 令和2年度 令和元年度
対前年度

増　減

2,578,993 2,649,357

2,578,993 2,649,357

△ 6,745 △ 1.2

湯本温泉事業特別会計 - -

△ 1.7

公営企業に係るもの △ 10,463 △ 1.6

水道事業会計 △ 3,718 △ 4.0

637,209 648,106準元利償還金 △ 10,897

541,461 548,206

- -

88,697 92,415

630,158 640,621

△ 302 △ 41.9

特定財源 119,657 92,962 26,695 28.7

債務負担行為に係るもの 7,051 7,485 △ 434 △ 5.8

社会福祉法人の施設建設費に係
るもの

6,632 6,764 △ 132 △ 2.0

721419利子補給に係るもの

市営住宅使用料 44,693 13,547 31,146 229.9

地域総合整備資金等貸付金元金収入 44,384 44,491 △ 107 △ 0.2

都市計画税 30,580 34,924 △ 4,344 △ 12.4

元利償還金等に係る基準財政需要額に算
入された額

2,507,671 2,508,233 △ 562 0.0

密度補正によるもの △ 914 △ 2.3

標準財政規模 186,109 1.5

災害復旧費等に係るもの 2,139,323 2,092,076 47,247 2.3

事業費補正によるもの 328,641 △ 46,895 △ 12.5

12,450,445 12,264,336

39,707 40,621

375,536
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 資料２  

将来負担比率算定に用いた基礎数値 

  

（１）将来負担額 

 

 

 

  

（単位：千円、％） （単位：千円、％）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

- -

- - -

合　　計 32,149,081 33,122,641 △ 973,560 △ 2.9

組合負担等見込額 - - - -

退職手当負担見込額 3,082,527 3,188,075 △ 3.3

組合連結実質赤字額負担見込額 -

8,588 3,260特別職

△ 199,667 △ 3.3

水道事業会計 1,098,353 1,133,877 △ 35,524 △ 3.1

4,771,554 4,935,697 △ 164,143 △ 3.3

△ 5,513 △ 49.4

2,455 4,898 △ 2,443 △ 49.9

同心会の特別養護老人ホーム施設建
設資金借入金償還助成の元金分

3,188 6,258 △ 3,070 △ 49.1

23,191,004 23,853,836 △ 662,832 △ 2.8

5,328 163.4

△ 110,876 △ 3.5

△ 105,548

23,191,004 23,853,836 △ 662,832 △ 2.8

区　　分

一般会計等

長門市社会福祉協議会の児童養護施
設建設資金借入金償還助成の元金分

公営企業債等繰入見込額

下水道事業会計

3,073,939 3,184,815一般職

- -連結実質赤字額

債務負担行為による支出予定額 5,643 11,156

5,869,907 6,069,574

湯本温泉事業特別会計 - -

令和2年度 令和元年度
対前年度

増　減

- -

- - -設立法人の負債額等負担見込額 -

増減率

地方債の現在高
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（２）充当可能財源等 

 
 

 

（単位：千円、％） （単位：千円、％）

⑨

財政調整基金

減債基金

職員退職手当基金

地域福祉振興基金

観光施設等整備基金

子ども教育ゆめ基金

香月泰男美術館運営基金

国民健康保険基金

国民健康保険高額療養費資金貸付基金

介護給付費準備基金

県収入証紙調達基金

土地開発基金

庁舎建設基金

再生可能エネルギー活用基金

森林環境整備基金

湯本温泉みらい振興基金

⑩

市営住宅使用料

地域総合整備資金等貸付金元金収入

都市計画税

⑪

公債費算入分

その他算入分

△ 1.624,739,185 25,153,160 △ 413,975基準財政需要額算入見込額

△ 0.2合　　計 30,521,692 30,580,835 △ 59,143

△ 9.1

△ 0.6

2,725,858 2,999,810 △ 273,952

22,013,327 22,153,350 △ 140,023

0.0

△ 35.4

322,608 322,648 △ 40

130,082 160,719 △ 30,637 △ 19.1

44,384 68,691 △ 24,307

△ 10.0△ 54,984497,074 552,058充当可能特定歳入

282 221 61 27.6

17,032 15,602 1,430 9.2

18,913 18,913 皆増

804 295 509 172.5

330,137 329,786 351 0.1

478,410 495,121 △ 16,711 △ 3.4

0.1

408,394 359,910 48,484 13.5

109,071 109,825 △ 754 △ 0.7

355,383 355,005 378 0.1

11,914 11,901 13

7,239 3,215 4,024 125.2

7,427 7,369 58 0.8

0.1

551,460 550,873 587 0.1

261,094 260,816 278 0.1

増　減 増減率

2,641,759 2,289,656 352,103 15.4

区　　分 令和2年度 令和元年度
対前年度

5,285,433 4,875,617 409,816 8.4

86,114 86,022 92

充当可能基金


